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                  概要 

人間の政治的、経済的そして社会的・文化的な自由とは何か、そして古典的な自由とインターネッ

トやコンピュータ社会における現代的自由を考え、それぞれの自由について、リスクとどのような関

係にあるかを見てみる。特に情報化社会での自由は、古典的自由とは大きく異なり、現代的な特徴

から考察しなければならない。現在の社会は、理想論で考えるものではなく、現実的問題として発

生し、実現するリスクをどのように考えるかを考察する。カントから、A.スミス、そしてハイエクや A.セ

ンまでの経済学、社会学、哲学、政治学の関係を見てみる。基本的人権がどの程度その社会（国

家）で認識され尊重されているかにより自由は大きく異なってくる。 

Abstract 

Consider what the political, economic, social and cultural freedoms of man are, and the modern 

freedoms of classical freedoms and the Internet and the computer society, and see how they relate 

to each other's risks. Especially, freedom in the information society differs greatly from the 

classical freedom, and it is necessary to examine it from a contemporary feature. We consider the 

present society to be a real problem, not an ideal theory, but how to think about the risk of 

realizing it. From Kant, I look at the relationship between economics, sociology, philosophy and 

political science, from A. Smith to Hayek and A Senn. Freedom is greatly different depending on 

the extent to which the basic human rights are recognized and respected by the Society (State). 
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1．はじめに 

自由を考えるとき、個人の視点で考えるか、組織・結社（現代社会では、会社・企業がその主

要な組織とする）の視点からの自由、そして国家（統治）の視点からの自由のどれか一つまたは、

複数の自由を考えるかにより異なってくる。従来の自由の考察については、個人、自由人を基

本として考えてきたが、本来的に意思の表現・実行は基本的に個人にあると言えるが、人間は

本来、社会的な存在であり、全くの個人としては存在しえず、家族・部族等が基本にあることは

言うまでもないが、個性はそれぞれ個々人に存在することも確かである。その個人が何らかの家

族以外の組織を構成し、コミュニティ・地域社会そして大きくは国家までその意思を反映させて

いるのが社会である。この中で自由についても個人の視点を優先するか、組織・結社を優先す

るか、はたまた国家を優先するかにより大きく変わってくる。また人間社会においては、自由の

概念もその置かれた社会状態、国の状況にも大きく影響される。いわゆる先進国（例えば

OECD 加盟国等）と新興国そして途上国では当然、対象とする自由が異なるのが現実である。

また政治体制の違いは、非常に大きく変わってくる。 

さらに自由の前提となる基本的人権という概念の成立とその保証が在るか無いかにも大きく影

響する。 

注） 基本的人権とは、人間らしい生活を送る権利を言い、主権在民や平和主義とともに憲法

の三大原理 のひとつとなっている。基本的人権には、平等権、自由権、社会権がある。このう

ち、平等権と自由権は古くから世界で認められていた人権であり、ロック，モンテスキュー，ルソ

ーなどの啓蒙思想家は、基本的人権として平等権、自由権を主張していた。このことからこの 2

つを「19 世紀的人権」として 19 世紀にはすでに内容が定まっていた。これに対し、社会権は比

較的に新しい概念であり、1919 年のドイツのワイマール憲法で一番最初に定められた。このた

め社会権は「20 世紀的人権」とあらわすことがある。 

 

本論では、所謂、先進国における個人、組織・結社そして国家での自由を対象としていく。特

に個人と少数単位である家族としての観点か見てみる。その後、個人と組織（特に会社・企業）

における自由について考え、それから個人そして組織におけるリスクを考えて見てみる。 

自由については、ギリシャ・ローマ時代、中世キリスト教中心の時代、そしてルネサンスの時代

や絶対王政の時代を経て市民革命以降、近代までそして、帝国主義の時代とその崩壊後の現

代特に近代株式会社の興隆の時代等幾多の時代ごとに「自由」が問われてきた。この中で現代

特に1980年代以降、科学技術のうち情報通信技術（コンピュータと通信技術）によるインターネ

ット時代では、情報の取り扱いに格段の変化が見られ、これに伴い自由についても旧来の考え

方と大きく変化し、また検討の枠組みが変わってきたことを認識しなければならない。このことは、

市民革命以後の近代（1980 年代まで続く）時代の自由に対する考え方をとりあえず「古典的自

由論の」１）2）とし、それ以降つまりインターネット時代以降を「現代的自由論の時代」3）と分けて

検討してみる。 
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何故、この時代で分けるのか、それ以前でも区分として分ける時代はあるのではないかとの反

論があることは十分承知している。特に科学時代と言われる 1880 年以降とする考えもあるが、

「自由」は誰が誰に対して、何をどの様にとの観点から見ると、支配、権力や富と絡み、様々な

「抑圧からの自由」の表現として、科学技術の発達とその伝達、情報の点から見れば、以前お時

代に比較して、言論・情報の伝達に関して、非対称性が急速に少なくなった時代（平等化に近

づく）であることからこの時点を一つの分水嶺と考えてみた。勿論、1455 年グーテンベルグによ

る活版印刷による聖書の発行は情報の自由の点で大きな転換ではあったことは大いに認める。

また、産業革命による動力の利用も大きな飛躍点ではある。同じく科学技術の時代と言われる

20 世紀中半（例えば原子爆弾の開発、遺伝子解析、トランジスターから発展したコンピュータ等

による新たな技術革新とその利用による発展が大きな世紀）も一つの時点ではあるが、個人・社

会（組織も含む）にとっては、特に情報通信技術がその応用範囲が産業のみならず社会全体、

国境を越え、政治体制を越え、先進国から新興国、途上国の権力を保持している特権階層から

一般市民・被支配階層までを巻き込んだ大きな変化となり、この影響がますます大きくなると推

測されるからである。 

 

2．自由をもとめる人々の歴史 

2.1 自由の概念の歴史的変化と新たな「自由」（現代的自由－インターネット時代－） 

歴史を振り返ると、情報を握る者（例えば天候・天災・疫病に関する情報、食料に関する情報、

商品の交易に関する情報、武器・武力に関する情報等を集める者）が結果として権力、富、抑圧

を梃子に一般市民・庶民・被支配者等を支配し、個人の「自由」をも支配出来てきたからと考える。

歴史においては、この結果、所謂特権階層・支配階層と一般庶民・被支配階層の差が大きかっ

たのが、今やインターネットによる情報の瞬時の伝達や双方向の流通により、情報格差が少なく

なり、結果として権力の格差が少なくなり、このことは旧来の特権階層・支配階層と一般市民・被

支配階層との壁が崩れてくる。このことにより一般市民・被支配階層における自由も相対的に大

きくなってきたと考える。（一部、途上国や独裁国家においては大きな壁がまだ存在し、この情報

格差による政治・権力支配を保持するため、多くの情報の制限、規制で特権階層や体制維持を

図っている国々はある。（中国もまたこの例に当てはまる））インターネットもしくは組織内における

イントラネットの普及は、組織内階層間での情報の格差が少なくなり、かつ情報の伝達の俊敏性

は、組織の運営（経営を主とする）の効率を上げてきた。 

新たな「自由」（現代的自由に相当する）を考えるには、この時代の特徴をより的確に把握する

ことが重要である。3）、5） 

この中で、インターネット時代は一方で情報の流通が容易になることにより、その情報の質（誤

りのない情報か否か）も問われてくる。また情報の入手に関して、インターネット時代では、情報

の提供者や情報の閲覧者の情報も否応なく検知、収集されてくるという大きな問題もある。世界

的な情報の流通・管理、検索、保管が特定の企業によりなされるという行動も含まれる。（知らず

知らずの間に個人の情報が＜集積した一般大衆の情報・データも含む＞、収集され、匿名化処
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理はなされるももの利用される。（当然、公共のためになるものもあれば、特定企業、産業、組織

並びに政府（地方自治体等）＜防災、防犯や病気、介護・育児等での利用の範囲でも＞のため

のものとなることもある。） 

さらに国家における情報の非合法な収集、検閲、改竄、消去・破壊も近年明らかになってきた。

国家のセキュリティにも関する重大な問題、リスクの発生と言わざるを得ない。このことは、我々個

人レベルにおいても、情報入手に関しての効用と情報の自動的な提供（収集される）のデメリット

やリスクについても十分考えなければならなくない。 

つまり、現代社会では、完全な自由の確保はほぼ不可能な状態となることも理解、認識、了解

しなければならない。（例えば社会での各種の便益の取得とその反対として、個人情報の提供

＜マイナンバー制度への参画＞は、開示が非常に限定的とはいえ情報を提供せざるを得ない

こととなる。）単なるデメリットから予期できるリスクも発生し、その対応が難しいものも出来てきて

いる。 

 

2.2 歴史から見る自由 

ここでは、議論の中心として、西洋世界を中心に考察してみる。勿論ある時期には、東洋（イン

ド世界や中華世界、イスラム世界、ロシア・スラブ世界）にも自由の概念はあったかもしれないい

が、近代社会は、いずれにせよ西洋思想の流れの中から近代思想が出てきていることを受け入

れているため、西洋世界を中心とせざるを得ない。 

以下、人間の歴史・時代をいくつかに分け、個人の自由について（古典的な自由）を考えて見

る。ここでは時代区分として、古代ギリシャ・ローマ、中世キリスト教世界、ルネサンス、絶対王政、

市民革命と産業革命、資本主義・帝国主義（植民地支配）、20 世紀後半の科学時代そしてコン

ピュータ・インターネット時代で考えてみる。 

 

2.3 自由の定義、解釈 

自由とは：（古典的自由を考える） 

・ ギリシャ・ローマにおいての自由は、全てポリス市民（自由民）（もしくはローマ市民）に対して

言及され、所謂、奴隷や自由の身でないものは除かれていることに留意する必要がある。ここで、

アリストテレスは、「選択の自由」を特に強調している。 

・ 中世キリスト教時代では、「神の恩恵ないし予定」にたいする人間の自由の存否として取り扱

われた。教会や封建諸侯にとって身分的特権として一部の者が他からの強制･拘束・支配を受

けないで、自らの意志や本性に従って行動をとることができた。（ただし、叙任権等で皇帝より

（無論諸侯/封建領主より）、教皇・教会の権威は大きかったため自由はその分、制約を受けた。

（封建社会の農奴、商工民は、当然自由がなかった。しかし一方で都市の成立と発達は、自由

都市の成立とともに、その都市への移住・脱出により自由を獲得するものが出てきた。所謂「都市

の空気は自由にする」＜封建領主からの自由＞が出来てきた。）（ドイツ諸侯・領主域内の都市

に顕著） 
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・ ルネサンス時代では、都市国家や都市がその活動の場であり、商工業者・市民が自ら の自

治を獲得し、また大学等を設置し、学芸の自由（イスラム経由でギリシャ・ローマの学問が輸入さ

れ、教育された）が興り、現代につながる科学の萌芽が見られるようになった。個人の自由もさる

ことながら都市・都市内の職業組合（ギルド）による各種団体の自由が成立してきた。また理性と

信仰が分離し、プロテスタントの成立にも関わってきた。アリストテレスからプラトンへ（新プラトン

学派：道徳哲学）人間研究と実践を重視した）。さらに「人間は自らが意志する通りに自己を形成

する自由を持っている」とし、神の恩寵の必要性を除いた。 

・ 絶対王政では、都市・市民階級（ブルジョワジー）と王権の合致で、貴族の力を抑え、絶対王

政が成立した。但し、教会と連携した王朝（フランス）や、新たな宗派（プロテスタントを宗教とした

北ドイツ諸侯）とがあり、自由についてはかなり地域差がある。（信教の自由やその他において基

本的に人権や各種の個人としての自由はなかった。 

・ 市民革命と産業革命時では、少数の特権階級・階層の利益に対し、商工業主や産業資本家、

小地主（ブルジョアジーを形成している）が、旧制度（絶対王政と度重なる徴税に対する反発、そ

して天候不順による人口減等もふまえ）旧制度（王侯貴族並びに教会権力等）に反発して、自由、

平等、博愛等のスローガンで王政を倒し共和制または宗主国からの独立または立憲君主制とし、

体制を変革した中で、ブルジョワジーの権利と各種の自由を獲得した。（フランス憲法やアメリカ

憲法において、自由を明記してきた。）7）  

思想・信条の自由や信教の自由（カトリックからの独立）、言論・出版の自由が要請され、獲得し

てきた。但し、遅れて国家統一を果たしたドイツやイタリアは、君主制となりその後、帝政を行った。

ここでは自由はやはり一部に限定された。 

・ 資本主義・帝国主義時代の自由、この時代では、資本主義の発展とともに、富を求め、市場を

求め、そして資源を求め他の地域の植民地化と帝国としての統合並びにブロック経済化が進め

られた時代である。宗教の力は削がれたが、一方で、資本家やそれらに支持された権力者・政

治家等の権力の掌握と支配が進められた。勿論、アジア・アフリカに対しては、文化・文明の優

位性や教化として、政治・経済支配のみならず文化支配が強制された。（この中には、キリスト教

の布教＜カトリックと言わずプロテスタント系も＞や圧倒的な科学技術や政治システムの導入も

含まれていた。なお先発帝国主義国と後発帝国主義国とではその対応が異なるが、それぞれの

本国においても議会や選挙制度により、ある程度の自由が保証されたが、ほんの限られた市民

であり、多くの市民はその自由を享受することはなかった。ましてや植民地化（半植民地化を含

め）された地域の住民（旧統治側・被支配側で権力を振るった擬似的特権階級も含め）はほとん

ど自由や諸々の権利を行使できなかった。この裏には、大きな技術格差とこれに伴う武力（軍隊）

の差が有り、対抗、抵抗できずにいた。 

・ 第一次及び特に第二次世界大戦による先進国すなわち帝国主義国同士の戦いは、お互い

の国力を削り、疲弊し結果として政治的にも軍事的にも経済的にも植民地を維持できなくなった。

さらにソビエト連邦をはじめとする社会主義国家の成立は、自由・平等・基本的人権、独占資本

家の排除を掲げ、これらの思想も徐々に広まってきた。日本でも昭和初期の無産政党の発足や
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中国での共産党の成立があり、これらが戦後の大きな思想や運動のひとつとなった。（東西冷戦

も大きな影を落としてくることになった。） 

・ 第二次世界大戦後、戦後再興や再編と被支配地域の民族独立の機運が高まり、特にアジア・

アフリカの国々が独立（1960年）を果たし、この時の理念として、自由と独立、基本的人権の確立

が叫ばれた。なおこれには、自由の本家としてアメリカが大きな役割を果たしてきた。（第二次大

戦後の旧宗主国（イギリス、フランス、オランダ、ポルトガル、ベルギー等）の復活に対し、時代の

変化を認めるよう自制を促した。しかし一方、独立を果たした国々では、市民の民主主義や自由

主義に対する教育、理解は低いためその後、幾多の混乱を起、現在も自由の理念が曲がりなり

にも達成出来ている国は少ないのが現状である。（少ない地域として、ヨーロッパのうちの旧東欧

圏諸国および東南アジア特にＡＳＥＡＮ諸国に限られているのが現状である。）中国（台湾は除く）

はやり、一党独裁として、自由については多くの制限がかかっている。中南米諸国は、表向きの

近代化が進む一方で、政権として軍事政権やある種の独裁政権が交互に政権を担当するため

政治的安定がおぼつかなく、結果として自由も大きく制限されている。これらによりアフリカ諸国

や不条理な国境線で分けられた中東諸国等では、未だ国内での内戦や近隣国同士の紛争、戦

争、テロそして引き起こされる多くの難民の発生は、「自由」についての概念どころか生存に関す

る「基本的人権」の確保すら危ういのが現状である。これに加え、中東諸国の一部では、原理主

義のイスラム教徒によるテロや軍事的な活動は、自由に関する宗教的・文化的な対立と意思疎

通の困難性を浮き上がらせている。 

・ 近代・現代的自由の時代 

この時代は、科学技術の発展とともに、さらに電子・情報社会としてコンピュータが果たす役割が

増大してきた。特に専門家用から一般市民が利用するパソコンとインターネットの普及が大きな

一つの時代を形成しつつある。今後の方向はまだ見えないのが現状ではある。 

・ 1980 年以降（1981 年 IBMによるパーソナルコンピュータの発売）さらに 1995 年（96 

年 WINDOWS95 に EXPLOLER 搭載）のインターネット元年以降、パソコンによる通信が普及し

始め、特に 2001 年のブロードバンド元年以降さらに近年（2010 年）のスマートフォンの普及は、

情報の発信と受信の相互交流を広げ（量と範囲で、質については議論が多い）てきた。従来、大

手メディア（TV/ラジオ放送、新聞、雑誌等の大手）に依存し、また独占的に支配（選択、配信、

増幅）されてきたものが、個人及び大手メディア以外の団体、グローバル企業（グーグル、ヤフー、

アマゾン、バイドゥ等）が自由に情報を制作、発信できる（受信は従来からできていたとして）よう

になった。 

このことは、さらに政府や政府系メディア（政党系メディアも）の役割を減らし、より自由な情報

の伝達ができるようになった。特に電波のそして電源（電力網）や交通網＜鉄道＞の普及してい

ない国々・地域においてもマイクロ通信基地・中継基地の設置により情報が迅速に的確に普及

し、この結果、自由が多くの地域、住民（市民）においても享受できるようになった。この意味で、

従来の「自由」について考える枠組みが大変化した時代と言える。（インターネット社会では、政

治、経済、金融、社会情報、技術情報、そして個人的な（SNS的なことを含む）情報の伝達、交流
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そしてそれに対する反応・コメント、行動（集合を呼びかけるものに対して）が増大してきた。勿論、

これらのインターネット等のシステムを利用できない（物理的だけでなく、能力的に：所謂、デジタ

ル・デバイド）市民も高齢者を中心に増えっている。） 

 

3．個人の自由(ギリシャ・ローマ並びに中世キリスト教時代等をとばして近世以降を考える) 

3.1 人間の本質と自由とリスク 

人間の性質・本質として自由特に個人の自由をどう考え、そしてそれに対するリスクは何かそ

してリスク低減にどうのように向うのかについて哲学的に考えてみる。     本項は、猪木武徳

氏の『自由の思想史』1）及び『自由の条件』2）により触発され、人間本性と自由の観点から自由

とリスクを取り上げることとする。ただし、自由については、歴史的に社会の枠組みや環境、時代

背景によりその概念は変化（拡大、縮小、進化・退化等）してくることは当然であり、この点で、より

現代的な大きな問題として、科学技術や倫理そしてインターネット時代（高度情報化社会）にお

ける各種情報の流通、共有、創造の観点が重要となる。この点では、東浩紀氏並びに大澤真幸

氏の『自由を考える』3）に触発された。更に自由の概念の適用の広がりは、いわゆる一国の領域

から多国間（個人においても国をまたがる移動＜旅行、業務での出張・移動のみならず、近年で

は、移民、難民等＞が増大している）のそしてグローバルな社会での見方もより重要となってきて

いる。5） 

個人のそして内面的・精神的なリスクから集団、組織、そしてより大きく、又ますます強くなって

きている科学技術・科学者倫理やインターネット社会の情報の取り扱い・倫理におけるリスクも取

り扱いの比重がまして来ている。これに関連して、社会を一つの平均化されたものとして観るの

ではなく、社会階層の複層化において個人が階層化されていることも認識しなければならない。

オルテガ・イ・ガセットのいう『大衆の反逆』16）の中で指摘されている大衆と知識人（知的な階層

の人々）では自由を希求する態度、考え方が大きく異なることも事実であり、世界の先進国、新

興国でもこの格差が広がり分離していることも注意する必要がある。（従来の中産階級・中級階

層の崩壊は経済面でだけでなく、政治的、社会的、文化的にも自由の概念の分離が生じてきて

いる。） 

今回、「自由」を考察するにあたり、いわゆる「古典的自由」として取り扱う領域、特に 1990 年

以前のコンピュータ及びインターネットが普及する以前と、それ以降の新たな問題や領域として、

1950年以降、特に科学技術の急速な進歩や2000年前後からのコンピュータ及びインターネット

の急速な進歩と普及の時代を取り扱う「現代的自由」との領域の違いを認識する必要がある。特

に途上国を中心に大規模な個人・集団の移民や難民の問題の顕在化において自由の概念が

大きく異なるとの認識から検討してみることとする。勿論、超現代の問題として、2001 年 9月 11

日の事件も大きく関係してくる。この点で、セキュリティ（個人、家族、組織特に企業、国家のそれ

ぞれのレベルで）とリスクと自由の関係について技術論的にも考えなければならない時代となっ

てきている。 

特に、情報化及びインターネット社会での自由は、旧来の絶対的な自由の概念から（情報の
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侵害等からの自由）、社会的に共有し、相互に利用するため結果として一定の請願が加えられ

る自由が重要となってきている。つまり、情報の創造、流通、利用の観点からある程度公開しな

ければ新たなサービス・価値の獲得（個人の満足も）や新たな情報は手に入らず、また個人だけ

の閉じられた世界での自由から相互依存、組織、国家との関係、さらには諸国家間（グローバル

なとも言える）の関係から規定される自由へと検討すべき範囲が急速に拡大してきている。この

中で、「自由」をどう捉え、この中で生じる「リスク」につい考察する。次項でも取り上げる、旧来の

消極的自由と言われる「～からの自由」のみならず、積極的自由としての「～への自由」について、

それぞれのリスクを検討する等の多様な切り口で見なければならない。 

 

3.2 自由とは 

3.2.1 消極的自由と積極的自由とは（グリーンと I.バーリン）21） 

自由とは、他からの強制・拘束・支配などを受けないで、自らの意志や本性に従っている状

況をいう。（所謂、～からの自由：消極的自由とも言われる）この他、選択や決断の自由といっ

た環境や状況の関係から捉えることもある。（所謂、～への自由：積極的自由とも言われる）の

２つの方向がある。但し、人間は、多数の決断を要する状況の中で、ある意味で決断を強制さ

れてはいるが、決断も一つの自由であるとも言える。 

また、K.マルクスは人間疎外からの自由と開放は、すなわち本来的人間への自由としていると

言える。25） 

① 「～からの自由」は、ルネサンス以降、宗教革命や市民革命を経て近代市民となった市

民（国民）、個人にとっての各種の抑圧から開放される自由である。  抑圧者（支配者）として、

封建領主、王国貴族、そして宗教的権威（カトリック、プロテスタントを問わず）、が大きな役割

を果たしてきた。 

そしてなにより近代国家の成立後は、国家権力（独裁国家は特にこれが強い）が最大の抑圧

者となる。（西洋諸国ではこの考が強く、特にアメリカはその独立から政府の権限をなるべく弱

くしておくという考が強かった。）この流れは、大きな政府か小さな政府か（社会主義的福祉社

会か、自由主義社会か）の問題として、現代でも大きな論争となり欧米先進諸国ではこれによ

り頻繁な政権交代が行われてきている。（無論無政府主義という思想もあった） 

そして国家が崩壊した地域では、安全そのものが脅かされており、まさに貧困・飢餓・恐怖・安

全衛生（健康含む）の不備・支援がない事からの自由（脱出）が挙げられる。 

現在の先進国と言われる国々は、皆何らかの権力・権威からの自由の行動、運動を経てきて

いると言える。なお資本主義の成立発展の経緯の中で、成立した巨大企業・独占企業からの

中小企業・個人経営者の抑圧からの自由も重要である。（今でもわが国では、下請いじめとし

て、大企業－中小・零細企業間での抑圧は続いている。） 

② 「～への自由」としては、自分が自分自身の行為の選択の「主人」となる。（主人同士のぶ

つかり合い自分が自分自身の行為の選択の「主人」となる。（主人同士のぶつかり合い）。人

格の発展のために国家に積極的な役割を求める自由を「積極的自由」としている。イギリスの
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T.H.グリーン（19 世紀後半）によれば、絶対我（絶対意識）がまずあり、自我はそれに向かって

人格を形成する。絶対我は自我の自由の実現であり、国家はその実現のための道徳的共同

意志の表われである。国家は人間を自由にし、生活を向上するために積極的に関与すべきも

のである。こうして、グリーンは、個人対国家の対立ではなく、個人に対する国家の価値を主

張して、自由放任主義を改め、公共性を重んじる社会改革の道を開いた。その哲学は人格的

自由主義と呼ばれる。この思想は自由主義者の河合栄治郎の思想にも影響を与えた。また

1930年代に I.バーリン（イギリス）は、リベラリズムは本来「～からの自由」を求めるものだったが、

「～への自由」を求める運動は、民衆の政治参加制度としてのデモクラシーの思想と結びつい。

ここにリベラリズムとデモクラシーが融合し、リベラル・デモクラシーが誕生した。リベラル・デモ

クラシーは「積極的自由」を実現しようとする思想・運動である。「積極的自由」を実現しようとす

る運動は、理想や正義の積極的実現を図るとき、リベラル・デモクラシーの枠を超えることがあ

る。集団の理想や正義を実現するためには、政治権力に参加し、さらに権力そのものを握ら

ねばならない。その結果、権力の追求そのものが自己目的化してしまう。そのため積極的自由

は全体主義に転化する可能性がある。社会主義・共産主義だけでなくファシズムも、積極的

自由を徹底して追求した結果であると考える。バーリンは消極的自由と積極的自由の区別が

西欧政治思想の伝統に深く根付いたものであると指摘している。消極的自由は主にホッブス、

ロック、アダム・スミス、ジョン・スチュアート・ミルらイギリスの政治哲学者、積極的自由は主にル

ソー、ヘーゲル、マルクスらヨーロッパ大陸の哲学者に提唱されてきた。 

③ 一方で、近代人が陥る自由の選択において消極的自由の変形として、自由からの逃走

の自由、つまり自分では決断しない、他人や組織、国家に決断・判断を委ねてしますということ

も起こってきている。この裏には決断という自由から逃れるという行動も人間にはある。E.フロム

は『自由からの逃走』19）のなかで、「自由は近代人に、自由の獲得により孤独と合理性を与え

たが、一方個人を孤独におとしいれ、そのため個人を不安定なものにした。この孤独はたえが

たいものである。かれは自由の重荷から逃れて新しい依存と従属を求めるか、あるいいは人間

の独自性と個性にもとづいた積極的な自由の完全な実現に進むのか二者択一に迫られる。」

といった分析をしているが、「・・まさにこの結果が、全体主義がなぜ自由から逃避しようとする

のかを理解することが、全体主義的な力を制服しようとする全ての行為の前提であるから。・・」

と言っているがこれが「自由からの逃走」として、匿名の権威が支配する。 

 

 3.2.2 個人の自由 

個人の自由を考えてみる時、近世・近代は、先ず E.カントの自由の理念から始める。 

① カントは、意思だけが自由であるとされ、二つの自由概念が提示されています。一つ目

は、超越論的意味の自由で、超越論的自由は、自然の諸法則に依存せずに出来事をみずか

ら始める能力であり、現象における原因の無条件的原因性のことです。 

二つ目は実践的意味の自由で、実践的自由の消極的概念として、感性的衝動による規定か

ら独立であることが、積極的概念として、自分自身の純粋理性の能力により、行為の格率が普

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%94%BF%E6%B2%BB%E6%80%9D%E6%83%B3
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%88%E3%83%9E%E3%82%B9%E3%83%BB%E3%83%9B%E3%83%83%E3%83%96%E3%82%BA
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%B8%E3%83%A7%E3%83%B3%E3%83%BB%E3%83%AD%E3%83%83%E3%82%AF
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%A2%E3%83%80%E3%83%A0%E3%83%BB%E3%82%B9%E3%83%9F%E3%82%B9
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%B8%E3%83%A7%E3%83%B3%E3%83%BB%E3%82%B9%E3%83%81%E3%83%A5%E3%82%A2%E3%83%BC%E3%83%88%E3%83%BB%E3%83%9F%E3%83%AB
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%A4%E3%82%AE%E3%83%AA%E3%82%B9
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%B8%E3%83%A3%E3%83%B3%EF%BC%9D%E3%82%B8%E3%83%A3%E3%83%83%E3%82%AF%E3%83%BB%E3%83%AB%E3%82%BD%E3%83%BC
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%B8%E3%83%A3%E3%83%B3%EF%BC%9D%E3%82%B8%E3%83%A3%E3%83%83%E3%82%AF%E3%83%BB%E3%83%AB%E3%82%BD%E3%83%BC
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%B2%E3%82%AA%E3%83%AB%E3%82%AF%E3%83%BB%E3%83%B4%E3%82%A3%E3%83%AB%E3%83%98%E3%83%AB%E3%83%A0%E3%83%BB%E3%83%95%E3%83%AA%E3%83%BC%E3%83%89%E3%83%AA%E3%83%92%E3%83%BB%E3%83%98%E3%83%BC%E3%82%B2%E3%83%AB
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%AB%E3%83%BC%E3%83%AB%E3%83%BB%E3%83%9E%E3%83%AB%E3%82%AF%E3%82%B9
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遍的法則になることが示されています。 

普遍的法則は道徳的であり、自然法則のように絶対的な必然性を持ち、定言命法を含み、そ

れ自身のために為されなければならないとされています。選択意志が純粋理性によって規定

されるとき、意志は、自由な意志であるとカントは言います。なぜなら、意志は理性ある生物の

原因性の一つであり、自由は原因性が外的要因から独立に働くときの特質であると考えられ

ているからです。カントは、自由の理念を実践理性の理念として積極的に認め、人間の行為

において自由意思を一層重要な位置を与えたが、無条件に外的状況や強制から自由な自立

性を認めることには困難があることも自覚していた。 

② A.スミスは、『国富論』で、経済における自由をとなえ、＜各個人は、自分の自由にできる

資本があれば、その多少を問わず、最も有利に使おうといつも努力している。かれの眼中にあ

るのは、もちろん自分自身の利益であって、社会の利益ではない。けれども、かれ自身の利益

を追求してゆくと、かれは、自然に、というよりもむしろ必然的に、その社会にとっていちばん有

利なような資本の使い方を選ぶ結果になるものなのである〉と述べています。このような考え方

に立って、「見えざる手」が示されています。生産物が最大の価値をもつように産業を運営する

のは、自分自身の利得のためなのである。だが、こうすることによって、他の多くの場合と同じく、

「見えざる手」に導かれて、みずからは意図してもいなかった一目的を促進することになる。か

れがこの目的をまったく意図していなかったということは、その社会のほうが、これを意図して

いた場合にくらべて、かならずしも悪いことではない。自分の利益を追求することによって、社

会の利益を増進せんと思い込んでいる場合よりも、もっと有効に社会の利益を増進することが

しばしばあるのである。「見えざる手」の導きによって、経済における自由を唱えます。例えば、

〈特恵あるいは制限を行なういっさいの制度がこうして完全に撤廃されれば、簡明な自然的自

由の制度がおのずからできあがってくる。そうなれば、各人は正義の法を侵さないかぎりは、

完全に自由に自分がやりたいようにして自分の利益を追求し、自分の勤労と資本をもって、他

のだれとでも、他のどの階級とでも、競争することができる〉とあります。そこでは、〈自然的自由

の制度によれば、主権者が配慮すべき義務は以下の三つである。（一） 自分の国を他の独立

諸社会からの暴力と侵略にたいして防衛する義務（二） 社会の成員ひとりひとりを、他の成員

の不正や抑圧から、できるかぎり保護する義務、つまり、厳正な司法行政を確立する義務

（三） ある種の公共土木事業と公共施設を起こし、また維持する義務 

これらの義務の理由は、〈どんな個人、あるいは少人数の集団でも、そこからあがる利益では、

出費を償うことはできないからである〉とされています。9） 

③ J.S.ミルは、『自由論』の中で、自由とは、市民的、社会的自由を言い、被支配者たちは、

支配者が社会的に行使することを許された権力を制限するように求めた。この自由を求める運

動は、二つの道にわかれた。ひとつは、政治的自由や政治的権利と呼ばれる、ある種の責任

免除を支配者に承認させることであった。二つ目の運動は、憲法による抑制を確立することで

あった。「憲法による支配者の権限の抑制を確立させる」こととなったのである。 人類の進歩と

ともに、人々は「絶対君主」が必ずしも統治に必要ではないことに気がついた。国家の統治は
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人々によって行われるほうが、遥かに優れていると考えるようになった。つまり、統治者と国民

は同一であるべきだという考えが広まったのである。これらの結果、世界の多くが民主的共和

国となった。そこでは「自治」という政治形体における問題点も明らかになってきた。すなわち、

「多数者の暴虐」という問題が明らかになったのである。「多数者の暴虐」とは、社会の決定が

誤ったものである際に、他のさまざまな政治的圧制よりもさらに恐るべき措置をとってしまうとい

うことを指している。このような事態を防ぐためには、法律や世論によって、若干の行為を規制

しなければならない。但し、その行為の範囲をめぐっては有効な結論が出ているわけではな

い。自由が尊重される社会でなければ、その社会の政体が何であろうとも、自由な社会とは言

えない。真の自由とは、他人の幸福を奪わず、しかも他人の幸福を得ようとする努力を阻害せ

ずに、自分自身の幸福を追求する自由のことである。（他者の自由を尊重せず勝手な振る舞

いをしてはならないとした。） 

④ J.J.ルソーは、社会契約により、人間は生来の自由を失い、社会的自由と精神的自由を

獲得する。生来の自由を失うことで、すべてに対する無制限の権利を喪失します。社会的自

由は一般意思から制限を受け、精神的自由は自分の制定した法への服従を意味します。一

般意思は常に正しく、公共的利益を志向します。一般意思の行為は法となります。全員一致

の同意を絶対に必要とする法が、社会契約です。設立している国家に住んでいる人は、社会

契約の同意が成立しているとみなされています。多数決の法も、少なくとも一回だけは全員一

致を前提としています。一般意思は、国家の中に部分社会がなく、各市民が自己の意志に従

い意見を述べることで表明されます。その際、意志が一般意思であるためには、投票者を結

合する共同利益が必要になり、投票者の数は問題になりません。さらに『人間不平等起源論』

や『エミール』の自由を加味すると、人間は自由によって同意や抵抗を為し、自由な人間は自

分のできることを望み、自分の好きなことを行なうとされています。一般性とは、各人の意見が

一致していることでも、各意見を合計して算出した平均値のことでもありません。異なる意見間

の平衡や調和の中に、一般性は生まれるのです。国家は、国家内にいくつかの部分的な意

見を持ち、それらを平衡させ調和させることで安定を得る。各市民が自己の意志だけに従って

意見を述べるのではなく、各人の意志も考慮し、特殊な状況も想定して意見を述べることが肝

心なのです。同様に国際社会は、国家が国家ごとの思想を考慮し、国家間において調整し合

うことで、安定状態を保つことができる。 

⑤ K.マルクスの自由：ヘーゲルの立場を受け継ぎ「自由とは必然性の洞察である」とし、必

然性をよく知ることで自由になれるとした。自然の法則という必然性を認識することで、人間が

技術を持ち、自由を広げてきたように、社会にも法則（必然性）があり、それをふまえて社会を

変革することで、自由な社会がつくれると考えた。彼が自分たちを空想的社会主義者と区別し

て科学的社会主義者だと自称したのは、「自分たちは社会発展の法則を知り、それにそって

新しい社会を展望するからだ」という認識であった。マルクスの自由は複数の概念が組み合わ

さった構造であり、制御的自由と人格的自由があり更に人格的自由は、発展的自由並びに共

同的自由からなるとした。「・・制御的自由は、人間個人が生活を維持し、再生産するために、
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自然と格闘しなければならない自然必然の国における自由をいい、自然との物質代謝を合理

的に制御し、生産力を拡大することによって得られる自由である。しかし実際の自由の国は、

窮乏や合目的性に迫られて労働するということがなくなった時に始まるとし、生産力の発展に

より労働時間が短縮する基礎の上に、諸個人が共同関係の中で自分の能力を自由に発展さ

せ、自己実現を目指して自由に活動することができる意味での自由・・・」としている。これを人

格的自由とし、これは共同においてこそ人格的自由が可能になるとした。本当の共同体にお

いて諸個人の連帯のなかで、またこの連帯（共同）を通して同時に自由を手に入れるとした。

個人がその素質をあらゆる方向に伸ばす自由であり、これを発展的自由としている。この場合

の主体は個人一人一人としている。この発展系として、個人が共同することにより得られる自

由を共同的自由としている。時間的には、発展的自由が先行し、そのご共同的自由となる。但

し、価値的には共同的自由がより価値が高いものである。但し、ソ連型社会主義を念頭にお

いての批判（バーリン、ノージック、ハイエク等）が多いがこれはマルクス本来の自由を誤解し

ているとの反論もある。マルクス派（主義者）では現在、アソシエーション論が復活している。開

放社会での共同決定社会での自由のありかたを論じている。25）（NGO、NPO、協同組合での

事業決定を論じている。但し、個人の自由については言及されていない。） 

K.マルクスは共同的な社会（共産社会の成立を念頭に置いていたため、個人の自由よりは共

同の中での個人の自由を優先し、個々人については、あまり積極的に言及していない。 

⑥ F.ハイエクの自由：ハイエクは、基本的に「～からの自由」という消極的自由をだけを真の

自由とした。つまり国家からの恣意的な強制からの自由をいい、経済の世界ではケインズの政

府による需要創造（公共投資）に反対し、個人的自由を擁護している。勿論人間は全知全能

ではないという意味で不完全であることは認め、いかなる人も、他人が所有しているか、もしく

は行為する事を許さるべき諸能力について、最終判断を下す資格が下す資格を持たないこと

だけを前提にしている。個人主義の上に立脚する社会化観であり、個人のことは個人に任せ

たほうが良いという、イギリスの古典的自由論に近い。「他人のことは知らなくても、自分のこと

は自分がよく知っている。彼らは工夫を凝らし創意を発揮するであろう。結果的に見ると、当人

にとってばかりでなく、社会的に見ても望ましい効果をもたらもたらすに違いない。」これは、A。

スミスの「見えざる手」の考え方と同様と言える。9）、29）更に、ハイエクは、慣習・伝統につい

てこれを、個別の慣習や伝統を透かして見たときに見えてくるもの、つまり累積し蓄積された

（社会的）時間をいうのであり、制度学派のヴェブレンのいう「制度」と似ている。（時間には、蓄

積していく面と、絶えず事故を更新していくという面（進化論的な見方）がある。＜広い意味で

の社会制度が歴史の過程で進化していくと考えている。＞また、慣習や伝統の知識は、約束

事が慣例化するという意味とは別に、人々がそれに習熟し実践する（Practice）ことができるよう

になって初めて知識となるものがあり、この性格の物を重視している。4）、11）13）この点で「暗

黙知」の自重要性を論じた、M.ポランニーとも非常に近い関係にある。慣習（伝統）に従うこと

は帰って自由を促進するとも言える。ルールとしての慣習・伝統はやがて「法」（コモンロー）に

発展する。「・・・自由の社会においては、人々は他人の（国家等も含め）介入を許さない自分
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だけの領域を持つ、私的領域の範囲と限界を画するのが自由社会の法である。」この点で

「・・・を為すべからず」という禁止形式の法が自由社会の基本形式であるとして。せよという命

令形式は自由を奪い取ることとなる。ハイエクの言う法の支配は、「立法府の権力も含めて、あ

らゆる政府の権力の限界を設定する」ことである。 

⑦ 近代の自由論者（バーリン、ノージック、そしてロールズ、サンデル、ウォルツアー、A.セ

ン等）の考え・・・今日、一番重要な論点を述べている。 

・I.バーリンは、3.2.１ですでに述べたように、個人の自らの私的選好のみに基づい 

て営もうとする生活するとき、外部からの干渉が障害となるとし、外部の力（介入） 

から自由であること（消極的自由）が重要とした。21） 

・R.ノージックも自己所有権原理で、所有権によって保護された私的領域を侵犯しよ 

うとする力が障害となるとし、外部からの干渉を不要とした。 

・J.ロールズは、「基本的諸自由」とその平等分配を優先し、それを保障する自由を優 

先させている。10）この点で政治的自由の価値は平等でなければならないとした。この平等自

由主義は、消極的自由主義にとどまらず、積極的自由として自由の平等な配分を追求した。

10） 

・M.サンデルは、これに対し、共同体論者（コミュニタリアン）の立場からリベラリズムが共同体

から遊離していると批判し、またウォルツアーは分配的正義の対象となるのは社会的財であり、

人間が社会的財を構想したり創造したり所有したりする仕方に基づいてこそ、各自は具体的

なアイデンティティを身にまとうようになるとした。各財は歴史的な性格を有し、分配のあり方は、

時代によって変化するとし、ロールズの様に単一の分配原理があるわけでなく、それぞれの財

の適切な関連性を持った理由付に従い平等な分配をすべき（複合的平等）だとした。10） 

・A.センは、自由とは「本人が価値を置く理由のある生を生きられる」22）27）ことであるとし、

選択主体（本人の利益に叶う）に権利付与をすべきではあるが、本人の示した意思が真の利

益を正しく伝える補償がないため、ひとまず留保し、本人の利益を直接、社会的に保証しなが

ら、本人が新の利益に適う選択をなすために必要な力（合理性や理性）の習得機会、あるい

はそのような力の発揮を支える条件の整備を行うことが得策とした。その上で一定の福祉を達

成するために必要な手段を社会的に保障する一方で、最終的に何を選択するかは本人に任

せる当言う方法を提案した。（ケイパビリティ（潜在能力）理論）この点で、消極的自由か積極

的自由へと広げた。 

ここで政治的自由と経済的自由は密接な関係がることを再確認できると言える。6） 

・なおリスク概念ではU.ベック的なリスクと A.ギデンズ的なリスクの考え方がある。14）15） 

 

3.2.3 動物的自由と人間的自由 

自由については、動物的自由と人間的自由があるとする説もある。（（大沢、東）3）や（ハン

ナ・アレント）8）、12））大沢は、動物的自由を規律訓練型権力とし、東は群れのレベルとして

新しいタイプの群衆で反応が条件反射となるとした。これに関しアレントではレーバーもしくは
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ワークと呼んでいる。12）一方人間的自由は、個人レベルであり、環境管理型権力による自由

と定比し、アレントではアクションとなる。つまり消極的か積極的かに対比できる。 

 

3.3 古典的自由と現代的な自由（1980 年以前での自由の対象と捉え方とインターネット時代以

降の自由の捉え方の違い） 

古典的自由と現代的自由については、世界の複雑化（異文化との接触、交流、反発、拒否）

の中で、特に文化的なものにその特徴が見られ、これが世界を巻き込む大きな問題となって

きている。 

 

3.3.1 古典的自由 

先ず古典的自由として、政治的自由、社会的自由、そして経済的自由、文化的自由等が挙

げられる。（一国内での、知識階級の人間を対象とした考え方）以下にそれぞれの自由につい

て分類してみる。 

① 政治的自由：思想の自由、信教の自由、表現の自由・・プライバシー、名誉、差別・憎悪表

現（ヘイトスピーチ）、独立、恐怖からの自由（戦争、内戦、民族差別、追放、難民化）集会・結

社の自由、言論・出版の自由、報道の自由、知る権利、匿名性の自由、情報に関する自由

（情報を集める、編集・加工する、貯蔵する、配布・配信する自由）居住・移動の自由、政治的

リスクを負う自由。 

② 社会的自由：学問の自由（技術の中立性、判断と専門家の特殊化）、教育の自由（受ける

権利、強制と自由化＜義務教育＞＜義務教育を拒否する自由？＞）、婚姻の自由、コンピュ

ータと人間関係（コンピュータの自動作動は自由か）情報公開の自由、情報の閲覧・検閲・自

動修正の自由（企業が集め、加工・編集し、配信しデータ保管する事の意味＜AI 技術、ビッ

グデータの管理＞検索エンジンの中立） 

特記）・・・ここでは誰が収集し、利用するのか、国家か、企業か、宗教法人、医療法人、教

育関係か、特殊な集団か、個人かにより社会的影響や漏洩や公開された場合のリスクも大

きく変わってくる。 

③ 経済的自由：商取引の自由（契約の自由等）、職業選択の自由、渡航の自由、経済的リス

クを負う自由、労働の自由、情報独占の自由（反対として、情報共有の自由：著作権の世界で

言えば、コピーレフトの世界：情報のコピー、配布の自由）、雇用する自由と雇用される自由

（個人事業主：インディペンデント・コントラクターとして自由でいる） 

④ 文化的・精神的自由：表現の自由、学問の自由（特に社会科学と自由）、研究・発表の自

由、お任せの自由（依存または自由からの逃走）、アイデンティティの保有・確立する自由（秘

匿する自由）、セキュリティ及びプライバシー、心理・精神の自由（個人情報や各種差別）、 

⑤ 科学技術の自由：科学技術分野（A、B、C、I、S）の研究・開発、実験・実証、特に研究デ

ータ等の閲覧・検閲・自動修正（AI 技術）（コンピュータと人間）、技術の中立性、無意識の自

由、匿名の自由、芸術・創作と自由、著作権の怪物化（海賊版とデジタル管理）からの自由等
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がある。 

＊A:核物質、B:バイオ/細菌生命物質 C:化学物質 I:情報（サイバー世界）、S:宇宙・深海探

査 

⑥ 身体的自由：人身の自由、奴隷的拘束（人身売買）からの自由、苦役からの自由、法的措

置（不当拘留等）・不当裁判、不当刑罰からの自由などが挙げられる。17）18） 

この他、個人ではなく国家としての自由や組織体・結社（特に現代は、株式会社等）に関する

自由「法人の自由」も大きく問題としなければならない。ここには責任の問題も大きく発生す

る。 

⑦ 国家（統治）の自由：徴税（各種の課税権）、外交・防衛・交戦権、予算の配分（国会での

審議）、その他、司法権の独立を保証する自由、革命権（革命の自由） 

⑧ 基本的人権：生存（飢餓、食料・飲料・最低カロリー、医療＜伝染病対策を含む＞）、安全

なそして安心して生活できる環境の整備（戦争、内戦、革命その他の動乱、弾圧、大規模な

人種差別・隔離・浄化、誘拐、難民、やむを得ない移民、治安の悪化等がなくなる）を行う。 

⑨ 組織・結社の自由：正式な組織や企業（株式会社等）のみならず、任意団体やNPO/NGO

そして協会等（この中には、政治的、経済的、社会的、生活関連、文化活動、学術的活動の

ためのあらゆる組織を含む）を任意に結成でき、適切な活動ができることの自由（但し、オカル

ト集団やその他の非社会的活動は排除しなければならない）を確保する。 

 

3.3.3 現代的自由 

現代的自由についてその問題となる点 

今日、従来とは異なる特徴を持つ自由が出ている。特に思想的にも行動的にも極端な自由が

出てきたことがある。原理主義的な行動や思想からの自由で、これらには反社会的または反

世界常識・世界基準・規則といったもので、暴力の在る無しを問わない。（他人の権利、身体

を破損することに何ら躊躇をしない思想や行動）が出てきており、これらに対する自由は大い

に問題が生じてくる。 

・例を挙げると、宗教と政治が結びつき、更に軍事的な要素が絡まった思想の自由（テロリスト

の自由：ISIS 及び原理主義的なイスラム教集団、やカルト宗教集団の布教の自（オウム真理

教、その他の秘技を伴う現代宗教、疾病の処置を行わない宗教）等が挙げられる。 

・情報の開示や配布・拡散に関してプライバシー保護やその他の他人の個人的な情報を開

示してしまう自由、あらゆる情報を勝手に収集してしまう自由、他の目的に勝手に利用してし

まう。さらには、個人情報を自動的に収集、加工・編集しかつ第三者に利用可能とする自由、

第三者が自由に閲覧、利用できるような状況に放置したり、利用させてしまう自由も考えなけ

ればならない。特に他人が特定目的で、開示した情報を勝手に他の情報とミックスして、新た

な情報を作成し、それを頒布、領布してしまう自由等の問題が挙げられる。3）、5）（勿論、ある

種の正義の名のもとに機密情報を公開または、広く開示してしまうこともありえるのでこの点も

検討する必要がある。（スノーデン問題） 
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・個人の情報開示も含め、自由を獲得するには、チャンスも必要ならリスクも検討し 

ておかなければならない。6） 

 

3.4 人間の本質（本性）とリスク 

個人の視点から自由とリスクを考えるとき、先ず人間の本質や人間の特徴を見る必要があり、

大きく以下A型とB型の２種類の形態に分け考えてみる。（本項：猪木武徳氏の『自由の思想史』

及び『自由の条件』による。）1）、2） 

一応、ここでは近代社会で且つ先進諸国で生活している個人に焦点を当ててみる。 

（それ以外の状況下の個人については、大多数の市民・国民にとっては、基本的人権や自由の

概念や環境がまだ整っていないため、本項での自由論の検討対象とならないため除く） 

 

① 人間の本性：2 つの型 

A型：不確かさを好む人間（賭けを好む 

 強い個性（主張する）＜欧米、中国、韓国、インド、中東等に多い＞ 

 未来のある若者 

 未来指向（チャレンジ精神）   

 リスクを選考      ・自自己意識が強い 

 変化を好む     ・ルールを作る・ルールを変える 

動的（ダイナミック） ・ルーティンの事柄には嫌気がさす。精神的に不安定に積極的（ポ 

 ジティブ）になる。 

B 型：不確かさを好まない人間（賭けを好まない） 

 弱い個性（主張しない）＜日本人、東南アジア、太平洋島礁に多い＞ 

 過去が長い人（壮年、高齢者） 

 過去指向（経験重視） 

 リスク回避       ・被支配的、人（上司、権威、権力）に従う、集団に順応する 

 安定・安全を好む  

 ・ルールに従い又守る。決定事項を受け入れる 

静的（スタティック） ・与件・環境・現状を受け入れ 

  ・ルーティンの事柄に精神の安定を見出す。 

実際は、100％A型も、100％B型もいない。この範囲内での比率でいくつかのタイプとして現

れる。 

② 人間の特徴 1） 

人間は、基本的に以下の特徴を備えているとして、自由あるいは満足とリスクに対して対応を

行うと考えられる。 

・人間は結果が完全に予測出来ることに対しては、満足感を抱かない。 

・リスクと不確実性に対して「賭ける」ことからも、人間は効用を感じ取っている。 
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・「不確実性と期待は人生の悦び」･・J.R.Hicks「価値と資本」に引用されている。11）・・・・もとも

とは、1695 年のウイリアム・コングリーブ（英：劇作家）の言葉 

・人は、恒産を得て初めて人格の独立、自由と安寧を得る。貧し過ぎても富裕過ぎても、人間

の知性は曇る。ほどほどに豊かな中間層が健全なデモクラシーの運営に必要不可欠である。 

特記） この点に関して、政治・社会・経済の変動で国内の所得格差が大幅に生じ、市民クラ

スが二極化され、中間階層（中産階級または中流階層）が減少すると不安定な社会となる。 

 

このことは、第一次大戦後のドイツの状況を考えると示唆に富む。更にオルテガが憂慮した大衆

に関しても言える。現代社会では、若者の失業（必要上に高齢者、現役先輩たちへの優遇が裏

にある）と民族・人種問題が絡まった不満が二極化を産みつつある欧州、アメリカにその兆候が

見られる。 

・労働（労苦）を神聖視する理由はない。労働はそれ自体目的とはなりえない。 

余暇こそが人間らしさを回復する精神的自由の砦なのだ。 

（フランク・ナイト「リスク、不確実性及び利潤」より） 

なお、この概念は人類学者達が、南洋・半未開地域等での現地調査の中で、ある意味で近代と

は別に発展してきた原始的または半未開社会を評価していることにもつながる。 

労働を神聖視する精神は、M.ウェーバーの「プロテスタンティズムの倫理と資本主義の精神」20）

の中にも見られるごとく、近代においてはじめて意識され、目的化されたものと言える。（東洋の

近世の諸国家でも労働はむしろ忌避されるものであり、儒教世界では、特に労働についての積

極的な評価はなかった。このことが近代化への遅れとなったとも言える。） 

特記） 労働を神聖視しだしたのは、近代産業化社会の成立と土地から分離された（勿論、農

民や農奴の労働が素晴らしかったわけではないが）労働者の発生とその労働者を如何に教育

して働かせるかといった経営者・産業資本家の要請を受け、近代教育がそのバックアップをし

たとも言える。無論、アダム・スミスの交換価値の裏は労働価値であり、マルクスの労働価値説

の裏には労働者（疎外された）の開放があるがそれも労働の神聖視と軌を一にすると言える。ソ

ビエトロシアでは、ロシア革命の正統性を確保するためにもプロレタリアートの労働の神聖化と

労働者による革命の神聖化があった。 

 

4.自由の基本条件 

個人としての自由人の条件を考えると、個人として、その自立性・自律性を基礎としなけれ

ばならない。独立した個人として判断、選択の自己決定と遂行ができることが基本条件となる。

また身体と生命の質と量が自己のものであり、他人に危害を与えない、他人の利害・私有財産

を損なわない範囲において理性的であり、個人にとって不合理な結果になろうとも自己責任と

して受け入れることができることが挙げられる。但し、成人であること（年齢や経済的裏付け、社

会的な教育制度等各種の一般的な社会制度上の経験・取得していること）は一つの大きな条

件となることである。（近年は、性（ジェンダー）による差別がないこと重要である。＜新興国、途
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上国ではこの差別が残っている国々も多く見受けられる） 

さらに、成人であっても自己決定に必要な情報の告知を受けられ、また入手できること（アク

セス及びアクセス権等）が重要となる。この点で現代の民主主義国家を前提に、市 民の、そ

して個人の基本的人権が保証、確保されている事が基本的条件と言える。このため普遍的な

自由の基本条件は、ある意味で厳しいと言える。（新興国の一部、途上国では、この条件が満

たされていない。） 

 

4.1 政治的、経済的、社会的、文化的な基本的自由 

更に、自由の対象として政治的のみならず経済的、社会的、そして文化的な側面から 

論じることが必要となる。 

・自由の条件として、政治的な自由が基本となるがそれ以上に、経済的自由も大きく、また社

会的存在である人間は独立した単体の個人としては存在しえず、最小単位としての家族、部

族、組織・結社（現代では、企業が大きな役割を果たしている）、地域・コミュニティ、地方自治

（地方政府）、や中央政府との関係も重要となる。また最近では、職業団体やその他の団体

（NPO,NGO、アカデミーのコミュニティ、その他の団体等）にも複数で所属、参加しているため

社会的な自由も大きな役割を担っている。 

 

・政治的自由の基本的条件として、広く適切な選挙制度を持ち、広く選挙権があること（投票：

被選挙人の自由の確保、投票の自由や秘密投票の確保）が重要となる。途上国では、選挙

制度そのものが機能していなければ、自由は確保されていない。 

その前提として、結社の自由、言論の自由、表現の自由、報道の自由、その他の自由がなけ

ればならない。更に投票にあたって有権者の自律性と判断力保有のための教育が重要であ

る。このため教育・経験の観点から年齢の制約がある。（但し、現在大きく問題となっている、

SNS やそれらから派生するフェークニュース（偽のニュース）の問題が改大きくなってきた。（従

来の大手マスコミによる偏向ニュースとは異なる）） 

 

・経済的自由の基本条件として、自身での所得・収入（資産）があり、一定程度の生活（自活）

ができている。そのための職業等が確保されていること（非自発的失業は自由を揺るがす問

題となる）も自由を希求し、遂行する基本条件となる。23）、       勿論、労働の自由は、

労働したくなくて生活できる人には、労働は強制されないことも重要である。大規模な戦争の

前後では、強制労働がいろいろな国で行われており、この変形としての強制的な軍事訓練や

軍隊への参加もあり、現在でも混乱が続く途上国では存在し、問題化している。 

 

・経済側面での契約関係として、ⅰ）取引関係においては、自由な取引契約（特に対価の決

定）がなされることが重要であり、発注者―受注者、供給者（生産・販売者）－需要者（消費者）

が対等な条件で、競争市場（市場に歪みがないこと＜独占、寡占、高い参入障壁等＞がない
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こと）のもと、必要な情報が相互に入手できる条件で契約ができることなどがある。契約の強制

がないことも重要である。 

 

・社会的な自由として、個人が自らより良く生きることを社会で選択でき、また自主的に多様な

社会参画できることである。望ましい社会で大事にする概念として特に人権・自由・多様性（ダ

イバーシティ）を上げる。このことは個人の自由は最大限に尊重されるべきだが、他者の人権

を侵す自由は禁じられるべきである。社会の先達（経験者、先輩や上司、師弟関係での学者、

職人等が（会社人においても退職後も元上司に対する対応も含め）秩序の名の下に、その権

威に挑む新たな考えを封殺したら社会の進歩、学問の死、企業の衰退となる。同じことは社会

制度改革（政治、国家運営、各種の規範、制度、基準等に関するものも含め）にも言える。「公

の秩序」の優先は、既得権者による社会制度改革の抑圧を生む。より一般に個人の社会的自

由を「公益や公の秩序」の名の下に制限することは、国民の自主的な社会活動を広く萎縮さ

せる。そして国民が萎縮すれば、国の経済・社会・文化的活力が低下する。自由より既存の秩

序への従属を優先させる社会は衰退に向かうことになる。（まさに自由の抑圧となる。過度の

「おもてなし」や「忖度」もこの一部と言える。元来「公共＜パブリック＞の福祉」とは「国民の生

命、自由、幸福追求」を意味し、法の意味は個人の自由や幸福追求の権利は他の国民の自

由や幸福追求の権利を侵さない限り尊重されるべきものである。最近日本でも対策法が成立

したが、言論や表現の自由が尊ばれる欧米で、公共空間でのヘイトスピーチが法的に禁止さ

れるのも、ヘイトスピーチが特定の人々の人権を損なうことに結びつくという歴史的経験を踏ま

えてのことである。だが、同様の趣旨だ。日本語の「公益」という言葉のあいまいさが問題であ

る。公益は「社会全体の公共の利益」と通常解釈されるが、「公共の福祉」が「国民の生命、自

由、幸福追求」であるのに対し、「公益」はそうではない。国民を意味する英語のパブリックとい

う言葉と異なり日本語における「公（おおやけ）」という言葉は元来「政府、官庁、官事」を意味

し、（歴史的には「朝廷、天皇」をも意味した言葉）「公益」は「国益」に近く「国民の利益」はそ

の一部ではあってもすべてではない。特に「公益」の意味のあいまいさは、その解釈が政府に

ゆだねられることに結びつきやすく、そうなれば政府のあり方次第で国民ひとりひとりの自由が

大きく制限される可能性を生む。さらに「公の秩序」という言葉は、「公」が国民ではないので、

行政府による統治の秩序維持を正当化する。民主的憲法の模範であったワイマール憲法下

で、ナチスが台頭したのは、緊急時に公益の名のもとに絶対的権限を付与した条項があった

ためである。8）幸い現行の日本国憲法はワイマール憲法ほど脆弱ではないが、「公共の福祉」

のための自由の制限を、「公益及び公の秩序」のための自由の制限に置き換えることは、現行

憲法にワイマール憲法と同様な「滅びの穴」を作ることと同様な効果を持つ。欧米では個人の

人権がより広く理解されそれらが守られる社会へと進展してきた。日本も近年市民社会の成熟

が見られその方向にある。社会的寿友とは、戦前の家族制度からの自由、多様化の自由（高

齢者・児童、身障者、外国人、韓国・朝鮮国籍の方々、移民・難民等）において、それらの社

会生活での自由を保証するものである。昨年、神奈川の福祉施設（知的障害者の）での犯罪
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事件は、社会的自由の抹殺と言える。また、国籍からの離脱や亡命の自由（但し、無国籍は、

不可）も保証する必要がある。 

 

  ・文化的な自由として、例えば都市計画による個人の自由の制限、都市等の景観の保持・維持

に関する自由（一種の財産権の制限も含む）や文化・芸術での表現の自由とも大きく関係する。

（但し、文化については、社会・文化・国家毎にその対象範囲が異なるため、一国の文化（宗

教も含む）を他国に押し付けることは、避けなければならない。） 

 

5.自由と責任 

  自由と責任は表裏一体と通常考えられる。個人としての問題と国家や組織としての 

問題と大きく２つあるが、ここでは特に個人としての自由と責任について述べてみる。 

5.1 個人の自由と責任 

個人の自由については、消極的自由（～の自由）の範囲で考えてみる。既に色々述べてきた

通り、～の自由であっても、無制限な自由はなく、他人の自由を侵害しない範囲でというのが通

常である。この範囲を超え、他人の自由を侵害した場合は、責任を負う。（社会的責任や、法令

違反であれば刑事的責任を問われ、更に個人（民事的には、損害賠償責任を負うこととなる。）

国家と個人の場合においては、国家が個人の自由を侵害した場合は、当然国家を相手として、

責任を取らせることとなる。（国家に対する損害賠償責任である。行政の不作為により発生した

事件は全てこの対象となる。国土・防災、安全保障、医療・安全衛生、福祉関連、労働・産業政

策における不当な政策、言論や報道や思想に関する問題が挙げられている。）個人が国家の

規則（法律違反等）を侵害又は妨害、違反した場合は、個人として責任を負うこととなる。勿論、

積極的自由（～への自由）の観点から政府による支援不足、対応不足を取り上げ、責任を申し

立てるケースもある。特に今日の福祉社会においては、国家（政府、行政）＜地方政府も含む

＞がなすべき範囲が総体的に大きくなっているため、この問題も大きくなってきている。 

 

・経済関係での自由の侵害は特に契約問題（個人間での問題よりも組織間＜企業間、産業

間＞での不当な契約屋制限に対する問題）が多く、個人と組織の間では、労働問題がその大きな

部分を占めている。 

・社会的自由については、他人＜個人・団体＞に対する自由の侵害（例えば、ヘイトスピーチ、

その他差別行為、アクセスの妨害、情報を提供しない（いじめなどを含む）、各種のハラスメン

ト行為等、育児ネグレクトを知りながら無視する等の行為、多様性を妨害する等）に対する責

任が大きくなってきている。この点で、情報に関する（コンピュータ、その他情報機器を含む）

利用での格差をなくすことも重要な社会的自由の確保となる。 

 

 5.2 責任なき自由 

  では、責任なき自由はあるのか、また自由なき責任（責任のみあり）はあるのか。 
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  自由は基本的に自己により選択し、決定し遂行したものに対して責任が生じるので 

あるため、他人・他者、社会全般（国家も含む）に対して何ら影響を与えない範囲で 

あれば責任を負わなくてよく、原理的には、この範囲の活動であれば、自由の領域は 

存在し得るが、現在のように社会生活を営む者（独身者、単身者を含む）、並びに家庭 

生活等を営む者（夫婦生活者を含む家庭生活）は、何らかの形で社会と繋がりがあり、 

他人と接触の領域があるため、責任なき自由の領域は残されていないと考える。 

  一方、自由なき責任（自己が選択せず、判断せず、決定せず、更に実行してもいな 

いことに関する責任）は原則は追わないのが原則ではあるが、例えば、第二次世界大 

戦等で親子、先祖が行った戦争犯罪に関しての責任を後世の人間が負うのか、につい 

て、大きな社会問題（国家問題、民族問題等）として、負わざるを得ないのが国際的 

な常識となっている。責任と自由の関係で、個人が単独に個人である限りは、その行 

為が自己の選択、判断、決定、実行の結果でなければ責任を追わなくて良いと言える。 

・現代的な自由の世界において、現代社会ではインターネットやコンピュータの利用 

が日常化する中で、他の悪意の第三者の介在により、犯罪や各種の自由の侵害が発生 

することがあり、この場合、個人といえどもこの分野の事故や犯罪に関与しないよう 

な不断の注意と対策を行わなければならなくなってきている。 

この点は、個人だけでは対応できないため、社会（各種企業も含む）との共同での責 

任回避策の実行等が重要となる。 

・個人としての情報化社会での商品（ネットでの各種のプログラム、＜携帯電話やスマートフォ

ンを介在したものを含む）＞、アプリケーションの利用、使用及びコンテンツ、作品・製品、情

報＜文章、図面、映像等＞の利用における各種の侵害・複写・複製・改造・転売等（他人の各

種の自由の侵害につながるもの）を極力避けることは特に重要となってきている。 

・上記のインターネット社会での自由の侵害は今後、大きな問題として、個人のみならず組織

（会社等）、国家そして国際的なものまでの広がりと、瞬時性を有してくるので特に近々のそし

て永続的な課題となっている。 

 

 5.3 個人と社会の責任 

  個人と社会・組織（企業を中心に）、そして国家やその上位のまとまりとしての超国家 

（地連合、国連等の組織）と個別国家 7の自由と責任そして個人と超国家の関係につ 

いて見てみる。 

 5.3.1 個人と組織・結社（主に企業での被雇用者として）との責任 

  個人特に被雇用者と組織における責任は、通常雇用契約や業務委託契約等で定義され 

その責任は限定されている。特に、天変地異やテロ、暴動、内乱、市街戦その他の場 

合も当然、免責となっている。政治的自由としての結社（等に労働組合の結成等）の 

自由も先進諸国では、保証されている。この範囲での自由と責任はバランスが取れて 

いると言える。 
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経済的自由（賃金に関する契約での不満を表明する自由はあるものの、組織的で承認 

されていない行動（山猫スト等）、政治的な行動は当然問題となり、責任を負うことが 

ある。それ以外に、業務違反行為があり、組織に損害を与えた場合（金銭的なものの 

みならず信用の失墜等）等はやはり責任を問われる現代の責任として、情報化社会に 

おける企業秘密の漏洩やインターネットを含む情報システムの混乱等も問題となって 

くる。（意図せざる場合も問題が発生する。） 

 5.3.2 個人と国家との責任 

  個人と国家の関係では、国家機関に働く者が行い行為（最近の例では、本人が所属し 

ていた元 FBI 職員のスノーデン氏による機密情報の開示事件等） 

その他の国家機関の職員、高官による機密情報の漏洩（二重スパイも含め）も大きく、 

その責任は、国家組織に対してのみならず、国民に対しても何らかの責任が生じるこ 

とがある。（但し、この点は、国によりその責任お重要度には、差があるのか現状であ 

る。）ここでは、国家の機密が本当に機密なのか、それともこれを公開することにより、 

国家・国民のためになることなのかは意見が大きく分かれる。（情報公開の自由とは何 

かを根本から問うものとなる） 

一般的な、個人が行う責任とは、テロ・紛争地域へ個人が（ジャーナリストを含む） 

赴き、そこで国家として承認していないテロ集団等に拉致・拿捕そして監禁され、身 

代金の要求やその他の要求を突きつけられその対応を政府が迫られたり、最終的に殺 

害された時等の対応での国家と個人の責任と報道の自由やその他の自由と責任（日本 

では、当該個人に対して、「自己責任」ということでかなり厳しい対応を迫っていた） 

の問題としては、他の国、自国国民の保護が国家の役割の中心であり、最大限の援助 

をし、且つ残念な結果となった場合も国家のため努力してくれたと公式に評価、声明 

を出している。＜米国等＞。この点でわが国はいささか厳しい対応（一般国民も含め） 

をしていると言える。 

 5.3.3 超国家（地域国家連合、国連等の組織）と個別国家の自由と責任 

  超国家と個別国家の対応として、EU離脱を選択した UK と EU との自由と責任に 

ついては、かなり難しい関係となっている。国家としての政治的自由と国家間の連合 

との関係を構築しまたは離脱する時の自由はまだまだ問題があるという状況である。 

これ以外に、経済同盟での TPP の参加、離脱も同様である。これいがに国際的な競艇 

や取り組みの参加離脱に関する自由と離脱（知的財産権の取り決めや国際的な環境保 

護条約＜地球温暖化防止条約からの離脱表明＜米国＞その他各種の問題がある。 

また、国家の分離・独立に関しては、戦争・内戦といった手段が取られているが民族 

自決という自由を強行すると多くの難民の発生と殺戮が行われる現実が突きつけられ 

る。古くは、インド・パキスタン・バングラデッシュの独立、うまくいった独立では、シンガポール

のマレーシアからの独立やチェコとスロバキアの分離がある。 

悲しい現実は、ユーゴスラビアの解体、スーダン・南スーダンの分裂等が有る。この点で戦後
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最大のものは、イスラエル建国とパレスチナの分離とも言える。 

なお、EU離脱に関わり、北アイルランド（UK）とアイルランド共和国の関係や同じ 

UK内のイングランドとスコットランドの問題も大きな課題をかけており、政治的自由 

と経済的自由（それ以外に宗教的自由）が絡んできている。 

 5.3.4 超国家と個人との関係 

  基本的に、直接的に超国家と個人との関係での自由と責任の問題はあまり生じないと 

思われる。 

 

6.自由とリスク 

   いろいろな自由の考え方を見てきたが、本項では、少し個別の自由について検討し 

  てみる。特に政治的自由と経済的自由そして文化的自由について見てみる。 

 6.1 自由を獲得・達成するのに関わるリスク 

  自由を獲得・達成するときに関するリスクに関して、わが国では、 

・政治的自由の獲得において戦前の政治的自由があまり無かった時代から、近代的な先進自由

国家並の自由を獲得するとき（普通選挙の実施も含め）、国内の政党やその他の運動よりも外国

勢力特に米国よりの支援・指示等が大きく、この結果、これに関してのリスクは少なかったと言える。

（もちろん、共産党をはじめとする勢力によるゼネスト等の計画やその他の混乱、官公庁の職員

の大量解雇等はあったが）その後、国連加盟による国際社会への復帰もあまりリスクがなく獲得で

きたと言える。 

・経済的自由に関しても経済民主主義のもと労働組合の結成、財閥の解体、農業における農地

解放等による各種の自由がそして、戦後復興期以降の経済成長期において、農村からの大量の

人口移動は新たな職業の移動となり（工場労働者の大量供給となった）高度経済成長を達成し

たと言える。特に経済的自由としてそれを補完するものとして、公正取引委員会による独占や不

公正取引の監視、GATTへの加盟、IMFへ加盟がその成果といえる。 

・文化的自由として、これもまた外国勢力特に米国により、国家神道の廃止、信教の自由が回復

した。その他、文化的には、旧来の戦前、戦中の抑圧された状況から、まさにアメリカ文化が怒涛

のごとく押し寄せた。閉塞していた学術の分野でも、学術研究分野でもフルブライト留学制度によ

り多くの研究者がアメリカの最新技術や成果の習得、キャッチアップを行えた。 

・勿論、社会的自由も同様にもたらされて。特に「家」制度の廃止と男女平等は大きなインパクトと

なった。これもアメリカの支援・援助と言える。 

・わが国に特に顕著に見られ自由の抑圧として、「見えざる抑圧」「自己規制として内なる抑圧」が

挙げられる。2000 年以上にわたる島国、外国勢力による侵略や植民地化を経なかったり、外国

の王様に支配された経験もない国においては、長年の重なった慣習や家柄や職業（百姓）により

かなり固定化された主従関係ができ上がり、これが見えざる抑圧や自己規制として内なる圧力と

して積み重なっている。近代に海外から導入した、政治システム、経済システムのその底に社会

システムとしての日本古来の監修となった行動があり、これが自己規制・自主規制として政治、経
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済社会を覆っている。空気の研究」における空気はまさにこの内なる抑圧による自主規制と忖度

であり、文化で言えば、過剰なまでの「思いやり」「おもてなし」文化と言える。まさに日本文化の象

徴となっている家元制度もこのシステムで数百年重ねてきたものである。（歌舞伎の家元、華道、

茶道、箏曲、噺家、雅楽等の XX家も同じものである。） 

和歌や俳句もそれに近く、海外における学派（School）とは全く別物である。 

 

 6.2 自由を行使・享受するリスク 

上記で見てきたとおり、戦後から 1970 年までの我が国の自由の獲得、行使そして享 

受は、基本的に外国の支援のもと、その後の若い人材（団塊世代）が中心となって行 

使してきたと言える。 

・現在の状況から今後の問題を考えるといくつかのリスクが見えてくる。 

戦後の復興期、成長期、そしてそれを支えてきた団塊世代（1947年～49年生まれ）が社会の第

一線を完全に退きつつある時、本当の自由を考え、行使してきた世代がいなくなると（実は皆、高

齢者として若者の手足を縛ってしまうのではとの危惧もある。） これからの「各種の自由」を本当

に考える人材の不足を心配する状況と考える。 

・何も学術分野（若手の政治学者、経済・経営学者、社会学者等）に限らず。実務の政治家、官

僚（行政の中心：外交、安全保障、経済、社会保障、文化等）、そして経営者層に限ったことでは

なく、商業分野でも地域の経済や中小企業でも有意な後継者の育成・補充が重要課題となって

きている。 

まず、国家から考えるのでなく、国民・市民という個人の自由から考える必要がある。国家は市

民・個人が個人の自由の保障をするため、一部の個人自由と引換えに国家に委託しているとい

うように考えてもらう必要がある。戦前の国家社会主義的な、又は戦後の国家・官僚主導の国の

方向性を決めるのではない形にする必要がある。 

民間主導、市民主導の政治及び制度に変える。 

・政治家で言えば、戦後の既得権の獲得と増殖、配分しか頭にない高齢者政治家の引退と真

の自由を真摯に考える若手政治家が重要となる。旧来の古い保守、革新の枠を外して、政治的

自由（言論、報道、表現の自由等）が国民に確保されるようにする。（政治家のためではない） 

・官僚で言えば、国民（消費者、生産者、流通・運輸者、研究者）の自由なそして創造性を発揮

できる社会システム、運営、制度づくりを考える。このため、新しい、有識者・青年の起業家等の

意見を取り入れる。また学術においても所謂重鎮でなく、新進気鋭の学者・研究者の登用による

意見集約、企画立案をすべきである。 

・経営者についても、新しい産業、事業特に、インターネットやコンピュータ等の技術、サービス

を手がける産業企業やバイオ、新素材ソフトテクノロジーを利用した社会システムを考案する経営

者を中心にする必要がある。重化学、重電機、鉄鋼・造船でなく若手の経営陣を中心におかなけ

れば、若手や若い企業が社会を引っ張るアメリカや中国、そしてインドやイスラエル等の国々の

経営者と互角に渡り合えない。勿論日本人の経営者に限定してはならない、広く海外で活躍して
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いる外国人経営者や女性経営者、今まで、「経団連や商工会議所や青年会議所等に縁のなか

った人材の発掘が重要となる。 

今までの既存企業や経営者（重鎮：経団連経営者）に任せるには、１０年後いや 5年後のリスク

が大きいと言える。 

・社会的分野では、消費者団体のみならず、各種の NPO（福祉、教育、社会参加＜ボランティ

ア団体含む＞、環境、オンブズマンやその他行政監察等、ジェンダー問題等）も含む広い参加

者層＜若者から女性、主婦、外国人、留学生、高齢者まで＞のがいる）等の活動もやはり、若い

人を中心にそして、有職の女性も含んだ人の意見や活躍の場が重要となる。旧来の政治色の掛

かった、また民生委員やその他の行政の下請け的な役割をしてきた年配者ではなく、新しい方々

の意見が吸い上がるような人材を確保していかないと、社会的分野も動脈硬化をきたすこととな

る。 

・文化・学術分野においても、日本国内での徒弟制度で運営してきた、研究者・学者育成から、

新たな世界で活躍してきた中堅もしくは海外での活躍も期待できる若手に切り替えることが必要

である。（科学研究費の配分を重鎮に任せてはいけないのではないか。勿論、官僚（文科省等）

に任せても問題がある。アメリカの科学振興財団のようなところに任せる。その他の文化・スポーツ

振興においても、所謂重鎮を廃し、旧来の伝統文化（歌舞伎、茶道、華道、伝統工芸等）でなく、

新しい文化・芸術を中心に、中堅の又は海外で活躍するクリエーターやスポーツマン、芸術家を

登用しなければならない。 表現の自由や創造性は若い人から生まれ、世界での若手の人材の

交流を認識して行く必要がある。 

これを怠ると、経済分野のみならず文化・芸術でも自由と活性化がそがれることとなる。つまり有

用な、優位な人材は日本を離れ、外国で活躍の場を求め、日本を離れる事となる。むしろ有用な

外国人を集め、日本が新しい文化のHUB（発信拠点）となるような体制を取る必要がある。 

 

7. 責任・義務とリスク 

 自由とリスクにつぃて、政治的、経済的、社会的、文化的な面から見てみたがその 

リスクを具体的に確定してみる。 

 

7.1 政治的リスクについて 

 7.1.1 自由を維持するリスク（自由である事のリスク） 

自由の獲得では、先進各国は歴史的に市民が大きなリスクを背負い、幾多の困難をへて各自

漸進的に獲得してきた。特に権力・権威からの自由として、王侯貴族、そして中世以来の宗教（カ

トリック）界の権力からの自由が大きい。そして、この裏には、人口減少や海外との戦い（イスラムと

の戦い）そして、新大陸発見と新たな富の獲得・蓄積によるブルジョワジーの成長発展がある。 

この点わが国では、江戸幕府の幕藩体制の確立と文治政策がうまく至ったため、近世になら

ないと商人や町民が成立せず、政治的独立や自由は生まれてこなかった。このため、権力・権威

からの自由は生まれてこなかった。（天皇・公家社会の権威は、江戸時代以降は、明治維新前後
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まで、本当に象徴的なものとなっていた。）明治になって、欧米先進国を手本とし、新たな政治体

制を確立する中で、自由の概念が出てきた。（福澤諭吉、中江兆民や自由民権運動等）但し、ヨ

ーロッパの様な絶対王政の経験もなく、アメリカの様な民主的な独立を果たした国でもなかった。 

明治政府（今で言う新興の開発独裁的な政府：薩長・軍事警察政権）に対する反抗から言論

の自由、結社の自由、信仰・宗教の自由（これには、明治政府の高官にキリスト教信者がいたこと

も影響している。）思想・良心の自由、表現の自由が追求されたが、戦後まで一部しか実現してこ

なかった。本格的な産業社会になっておらず、農業がやはり国民の大部分であり、職業選択の自

由も積極的には広まっていなかった。 

この点でのリスクは、一部市民が逮捕拘留として表面化した。一般市民および士族は、経済不

況の中、反政府運動に走ったが、本格的政治的反抗とはならなかった。（もちろん大正デモクラ

シーとして一部、自由・民主化運動はあったが続かなかった。）また 1917 年のロシア革命の影響

を恐れ、無産政党等に対する政治的な強制・弾圧が強まった。この結果、自由の獲得運動は抑

圧されたと言える。普通選挙の実施も含め、第二次世界大戦後の自由化運動まで待つこととなっ

た。 

 

7.1.2 自由から逃れる・放棄するリスク 

戦後の与えられた自由ではあたが、経済成長と国民の豊かさの増進は、そして反映し 

ていたアメリカの文化政治体制、そしてソ連等の社会主義諸国の発展を見て、新たな自由の拡

大がなされた。この結果、今日では、日本は自由な国として、一部を除いて先進工業国としての

同等の自由を保証する国となった。 

職業選択の自由は獲得できているが、労働に関しては、超勤労働を含め相変わらず、十分な

状況には至っていいない。但し、一部専門職業においては、親子、家族や親族による引き継

ぎ・相続が続いいている。24） 

経済的自由におけるリスクは、成長が鈍化したにもかかわらず、新たな分野、技術、商品、イノ

ベーションがなかなか起こらない、閉塞状態がここ 20－30 年続き、アメリカ、中国等に大きく差

が開いてきているのも関わらず対応できていない。 

市民・国民（若者も含め）が新たな挑戦をしない、まさに危険とリスクを伴う自由から逃れようと

してるようである。（安住する） 

 

・科学技術と自由に関しては、特に生命・バイオにおいては、目覚しいものがあり、また倫理問

題や研究の自由との関係で切磋琢磨していると思われる。（但し、STAP 細胞が不透明な研究で

指弾されたこともある。）化学物質・化学製品及び核技術については、かなり悲観的で後ろ向き

な状況にある。 

 

IT 技術については、自由の関係でかなり厳格なリスク管理と個人情報保護や各種の機密情

報漏洩を防ぐ技術の開発を同時に行う必要がある。このためには、わが国のみならず国際的
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な提携等での対応が必要となる。また情報の匿名性の確保も大きな問題である。セキュリティと

プライバシーの保護が、IT 技術の世界、サイバーの世界では重要であり、サイバーテロは、場

合により国の産業活動を止めかねない自他にもなる｡ 

（ウクライナの電力システムがサイバーテロに合い、発電所が操業停止となった事例もある。）

（クレジットカード、マイナンバー等の個人認証、携帯スマホ、各種のサイトに対するハッキング、

乗っ取り、成り済ましの問題がある） 

 

7.2 経済的リスク 

産業活動が中断、停止に追い込まれリスク 

産業活動での自由の確保の裏には、勝手な自由の侵害（サイバーテロ等）の被害から企業、

社会を守る努力を行う必要がある。 

（被害として、会社社員、企業の経営情報、顧客の個人情報の漏洩、改竄、消滅等の被害で

ある。これらのサイバー被害は、企業のみならず、政府・行政機関、各種の結社・団体にも及

ぶ） 

情報セキュリティ会社や団体の警告を聞き適切な対応が必要である。（日本では、社会保険

庁＜年金機構＞や教育・教材運営会社等幾多の事例がある。大学等の高等教育機関も被害

に遭っている。） 

リスクの見積もりを的確に、何度も見直しを行い、システムに頼らず人間系での防止策と教育

訓練何必要となる。 

金融機関が金融情報システムに攻撃をかけられると社会全体の問題となるため特に厳重な注

意が必要となる。最近、bit コインがシステム上のハッキングにあい、預金を数百億円窃盗にあ

ったと言われている。（分散され各国の金融機関に分けられたとのこと） 

 

7.3 社会的リスク 

社会リスクでは、おきな社会的なデータベース（住民、個人情報、医療情報、その他の情報

が一括管理されると、便利な反面、事故や犯罪に利用されると大事件となってします。がハッ

キングに合うリスクがある。 

自由の侵害に対する情報系のリスクはますます高まっており、個人では対応できないのが現

状である。ソフトウエアには、どうしても脆弱な点があり、そこを突かれる応急処置で対応する

が、イタチごっことなる傾向が強い。28） 

 

7.4 自由権の濫用 

自由と責任との関係で自由権の濫用が最も困る問題である。我が国の憲法第 12条では、「第

12 条【自由、権利の保持の責任とその濫用の禁止】 この憲法が国民に保障する自由及び権

利は、国民の不断の努力によって、 これを保持しなければならない。又、国民は、これを濫用

してはならないのであつて、 常に公共の福祉のためにこれを利用する責任を負ふ。」となって
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いる。 

自由権の一つに表現の自由があるが、これを用いて他人の名誉を傷つけたり、猥褻なものを公

にしたりすることは法律により禁止されている。つまり人権と言えども秩序維持や他人との人権と

の兼ね合いの中で一定の制限を受け、人権だ何だと言って好き勝手することは許されていない。

（ヘイトスピーチやその他の人権を侵害するすべての行為が対象となる。勿論、経済活動にお

いても自由勝手にできるものではない。＜しかしネット通販による詐欺も後を絶たないのが現状

である。＞ ） 

更に、公共の福祉に反する行為には自由が制限されている。（13 条並びに民法第 1 条）卑近

な例で、朝夕の車両における女性専用車両の設置は、男性の権利を侵害しているかとの事例

では、10両の車両のうち1両で時間帯も朝夕4時間（1日20時間利用として）つまり1/10×1/5

＝1/50 となり、女性の性被害を防止する方策として、男性の権利の侵害は少しであり受忍範囲

であるとして認められている。 

 

7.5 リスクを負う自由 

人間は、個人的なリスクを負うことは自由であると認められている。つまり、賭けでのリスクや商

売・ビジネスでのリスクを負うことは認められる。但しリスクが実現  して損失等が発生しても事

故で受容しなければならない。一方で、リスクが発生せず、経済的利益が生じた場合は、当然

獲得できる事となる。 

自由な社会では、個人及び組織（会社等）では、営利目的等でのリスクをかけた判断決断は

通常の行為としてあり、結果責任は、株主総会等で釈明報告をする。（但し公益財団等では、

営利目的のリスクは通常取らないのであるが、以前、健康保険組合等が余剰金を証券投資等

に当て、重大な損失を負ったり、大学の財務及び理事会が承認して、債券投資を行い多大な

損失を出したケースもある。） 

このリスクをとって判断決断する行為は、経済的自由として、重要なものであり、社会発展の原

動力の一因でもある。最近、経営分野では、リスクを取らない経営こそリスクであるとの見解も出

ている。この表現に近いのは、無借金経営（財務的に資金が余っている）がもてはやされたこと

があるが、経済的にまた経営的に見れば、資金の管理、運用にムダがあり、新たな投資意欲が

ないとして、決して褒められたものではない。 

昨今の日本経済の低迷の裏には、各企業が内部留保を厚くし、投資を控えていることにある。

つまり経済的には、投資不足となり、有効需要が伸びず、経済循環として低迷を引き起こしてい

ることなる。（全て配当として、株主に分配すれば、それはそれで別のものへの投資や消費に回

り経済効果を生み出すもととなる。） 

 

 7.6 リスクの許容・受容の範囲 

上記でも述べた通り、リスクの許容や受容は、経済的な意味では、重要である。 

政治的自由に関するリスクでもその重大性を十分把握し対応ができれば、取ることができる。 
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例えば、独立運動や国家の分離等はかなり大きなリスクを抱えるが、自治権拡大等であればか

なり可能となり、また国家は別れても隣国として共同で取り組むプロジェクトや状況を把握できれ

ばリスクは低減できる。一歩的な対応での独善的な対応はむやみに緊張を高め、そのための準

備（武装のためのコストが課題になる。）に変えて軍縮会議や戦争になった場合は停戦会議の

開催は、ひとつの政治的な自由確保のための手段となり、リスク低減となる。 

 

経済的自由においても、国家間では、一方的な関税引き上げや為替の切り下げによる輸出

拡大は、相手国にとっての大きな驚異であり、また準経済戦争と受け取られかねない。このため、

多角的なそして多国間での貿易協定を結ぶことは、経済的自由のゴリ押しによるリスクを低減で

きる。個人的な問題で見れば、個人の宅地・住居の隣接でのいざこざもリスクをよく検討し、第

三者を交えての交渉や、日頃の近所付き合いを行うことにより、お互いの権利主張による自由

の衝突を低減することができる。 

社会的自由につても、同様に、リスクの適切な把握と予想されるダメージと対抗策・予防策に

かかる費用等を判断して対応する。これらにより受容の範囲は決まる。 

 

 7.7 個人が対応できるリスク範囲及び責任や義務が遂行なされない時のリスク 

個人が政治的自由を求めて行うリスク（言論の自由や報道の自由、表現の自由等）は、一人

ではできないものが集団として、公正な対応で行えば、弾圧や拘留のリスクは減る。（もちろん強

圧的な国家や政権が相手では、国内清涼だけでは、難しい場合が多い。 

この場合、国際社会を巻き込んでの行動は、リスクを下げ、成果を上げることができる場合があ

る。但し、近年トルコに見るエルドアン大統領政権に対しては、強烈なし根付、弾圧があり、難し

い局面であった。 

経済的自由を求めての行動では、社会システム、社会体制そして、経済活動を実質的に運営

する団体、企業等との連携が重要である。更に国際的な経済団体との連携も有効となる等が考

えられる。 

 

8.まとめ 

自由とリスクについて考察してきたが、「自由」はやはり社会的、文化的な価値観の中で醸成

されるため、その上部となる経済的自由やトップにある政治的自由、特に基本的人権の尊重の

体制がどの様になっているかに大きく影響される。 

今回、基本的には、歴史的な経緯も眺めた中で、先進自由主義国を一応の対象として、特

に日本の現実を見ながら考察した。 

根本として、その国の政治体制が同じ自由主義国といっても、消極的自由つまり、個人の自

由が根本に強く打ち出され、国家の権限・役割等を出来るだけ制限、規制する国（アメリカを代

表とする）と社会民主主義的で国家の役割が強い国（積極的自由が強い国）（北欧諸国）とは自

から異なると言える。 
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更に、社会主義独裁国家やその他の独裁制の強い国家では、自由の範囲が異なり、個人、

及び組織（特に企業）の自由度が制約される。また社会システムとして、女性の社会的地位が

確立している国といない国（イスラム諸国等）ではやはり自由が大いに異なった形となる。いず

れにせよ、自由を求め又は自由を回避するとしてもリスクの観点からも見ることに一定の意義が

ある事を強く認識した。 

 

本論を始めの頃は、古典的な哲学者の自由論からいろいろ進めたが、特に筆者が区分した

「古典的自由」と「現代的自由」の観点から見てみることは、高度情報化社会・世界にとって、こ

の区分けの違いは、政治的、経済的、文化的、技術的な面で、より重要な観点であると再認識

できた。 

 

今回、A.スミスから始まり F.ハイエクをはじめ、経済学者の自由を読み直すと、経済的自由

の概念が政治的自由の概念と密接であることが再認識できたと言える。更に、現代的な自由に

おいて、所謂、労働の意味が変化し、旧来の工場での労働から事務所等（オフィスワーク）での

管理的、企画的、知識や情報を媒介とする労働（ここでは、専門的労働も含む）更にサービス的

業務（対人サービスとしての専門職＜医師・弁護士、税理士、コンサルタント、設計士等＞、交

通・宿泊・飲食・医療サービス等に携わる労働業務）とでは、自由の概念が異なり、また管理す

る側、管理される側の境界も変わってきている。 

 

ことに社会的な変化として、先進諸国では、一部で国家（政府等）からの自由の一つとして、

特定の選ばれた、つまり富裕層で、セキュリティを非常に重要視し、他の一般大衆からの隔離・

独立を目指して、新たなコミュニティを構築する人々が増大する状況も生まれている。例として、

ゲイテッド・シティによる一種の自治的な隔離した都市（タウン、コミュニティー）を構築する（一種

の私的政府）状況も生まれており、この意味での自由はかなり、通常の「自由」の希求とは異な

ってきている。これらの点は、また別途検討したい。 

 

以上 

 

参考文献： 

 １．猪木武徳『自由の思想史』（新潮社，2016） 

 ２．―『自由の条件』（ミネルヴァ書房、2016） 

 ３．東 浩紀・大澤真幸『自由を考える－9.11 以降の現代思想－』（日本放送協会、2003） 

 ４．間宮陽介『ケインズとハイエク－〈自由〉の変容』（筑摩書房、2006） 

 ５．酒井隆史『自由論－現在性の系譜学』（青土社、2001） 

 ６．森村 進『自由はどこまで可能か』（講談社，2001） 

 ７．高木八尺・末延三次・宮沢俊義編『人権宣言集』（岩波書店、2007 第 63 刷） 



 

 

総合知学会 Vol.2016/1 

97 

 

 ８．牧野雅彦『精読 アレント「全体主義の起源」（講談社、2015） 

 ９．堂目卓生『アダム・スミス』（中央公論新社、2008） 

 10．川本隆史『ロールズ 正義の原理』（講談社、1997） 

 11．日本経済新聞社編『経済学と名著と現代』（日本経済新聞社、2007） 

 12．H.アレント『人間の条件』（中央公論社，1973）  

 13．F.ハイエク『ハイエク全集－Ⅰ－5、6、7（自由の条件）』（春秋社、2007） 

 14．U.ベック『危険社会』（法政大学出版局、1998） 

 15．   ―『世界リスク社会論』（筑摩書房、2010） 

 16．オルテガ・イ・ガセット『大衆の反逆』（筑摩書房、1995） 

 17. M.フーコー『フーコー・コレクション４．権力・監禁』（筑摩書房，2006） 

18.－『フーコー・コレクション６．生政治・統治』（筑摩書房，2006） 

 19. E.フロム『自由からの逃走』（創元社、1970） 

 20. M.ウェーバー『プロテスタンティズムの倫理と資本主義の精神』（岩波書店、1989） 

21.I.バーリン『自由論（1‐2）』（みすず書房、1979） 

 22.A.セン『自由と経済開発』（日本経済新聞社、2000） 

 23.J.M.ケインズ『世界の名著 69―ケインズ/ハロッド（自由放任の終焉）』（中央公論社、1980） 

 24.M.フリードマン『選択の自由』（日本経済新聞社、1980） 

 25.松井 暁『専修大学 Economic BulletinVol46,No.149－82、2011「マルクスと自由」』 

                             （専修大学、2011） 

 26.新村 聡『「アダム・スミスの社会的自由主義」（経済科学通信 129、Elsevier 2012） 

 27.後藤玲子『人間会議 2003 年冬号「アマルティア・セン－個人の主体性と社会性・公共性のバ

ランス」』（人間会議、2003） 

28.石原 孝二『「リスク論の再構築に向けて」（東京大学、学術俯瞰講義「リスクと社会」）』（東京

大学、2012） 

 

以上 

  



 

 

総合知学会 Vol.2016/1 

98 

 

 


